
令和 8（2026）年度                       申請対象者：海外 

団体 

 

 

海外日本語教育機関支援（助成）  
 

担当：日本語第 1事業部事業第 1/第 2チーム 

◆ 概要                        

海外の日本語教育機関・団体が実施する日本語普及・日本語教育の発展に必要な活動を

対象に、実施経費の一部を助成します。 

 

 

◆ 対象国                        

JF海外事務所の所在国のうち、韓国、中国、インドネシア、タイ、フィリピン、ベト

ナム、マレーシア、ミャンマー、インド、オーストラリア、カナダ、米国、メキシコ、

ブラジル、ペルー、イタリア、英国、スペイン、ドイツ、フランス、ハンガリー、エジ

プトの各国 

※ カンボジア、ラオス及びロシアについては 2.をご参照ください。 

◆ 申請資格・対象事業・申請締切等            

JF 海外事務所を通じて支援を行っています。詳細は各国の JF 海外事務所にお問い合

わせください。 

 

 

 

 

◆ 対象国                        

カンボジア、ラオス、ロシア及び JF海外事務所が所在しない国 

 

 

２．JF海外事務所の非所在国 

１．JF海外事務所の所在国 



 

◆ 申請資格                       

海外の日本語教育機関・団体（日本語教師会、学会も含む）。ただし、当該国の法律に

より海外の政府関係機関より援助を受けることが規制されている機関を除きます。 

◆ 対象事業・助成内容                   

海外の日本語教育機関・団体が実施する非営利の日本語普及活動。活動に応じて、必要

な支援を複数組み合わせ申請することができます。JFが対応可能な支援内容の例は以

下のとおりです。 

1 学習者奨励活動助成： 

弁論大会、発表会、ディベート大会等、学習者の動機付けや、日本語教育への周囲

の関心を喚起することを目的とした催しの実施経費の一部を助成します。 

2 給与助成： 

申請機関・団体において日本語講座を実施する際の日本語講師の給与や、日本語教

育機関のネットワーク強化に資する活動（教師会活動等）を行う際のスタッフの給

与につき、その一部を、原則３年間（36か月間）を上限として助成します。ただ

し、近い将来、自立の見通しのあるものに限ります。 

3 教材購入助成： 

日本語講座の実施や、図書館等での公開・提供を目的とした教材等（電子書籍を含

む）の購入経費の一部を助成します。なお、学習者に供与するための教材等の購入

は対象外です。 

4 会議助成： 

日本語教師を対象としたセミナー、ワークショップ、シンポジウム、研修会、意見

交換会等の開催経費の一部を助成します。 

5 教材制作助成： 

カリキュラムやニーズに合った教材の制作・出版経費の一部を助成します。 

6 自由企画事業： 

申請機関・団体が企画する日本語教育の推進や日本語教師の養成に必要な事業の実

施経費の一部を助成します。 

◆ 選考方針                        

以下のような観点から審査します。 

1 申請機関・団体が国・地域の日本語教育の中で占める位置づけ 

2 期待される具体的成果 

3 他機関・団体との協力体制 

4 国・地域の日本語普及への波及効果 



 

◆ 採用実績（参考）                   

採用 105件／応募 155件（2025年度） 

◆ 申請締切                       

2025年 12月 2日 13時（日本時間）（公募申請サイト） 

◆ 結果通知                       

2026年 5月 

◆ 応募にあたっての留意事項                     

全プログラム共通の申請手続や注意事項については JFウェブサイトに記載してい

ます。ご応募の際にご一読ください。 

JFウェブサイト：国際交流基金 - 申請手続、申請資格、注意事項 

 

https://www.jpf.go.jp/j/program/instruction.html

